中国民法上の「権利救済体系」理論に関する緒論的研究 -日本不法行為法理論を参照して- by 鄭 路



























































































































































                                                             
1王明中『民法文化与中国民法法典化』（西单財経大学出版社、2012年）（以下、王明中・前掲『民法文化』
として引用する）31頁。 






































































































































































































































                                                             
4ジョン・Ｈ・ウィグモア（何勤華訳）『世界法系概覧』（上海人民出版社、2004年）950頁。 


















































































































































































大学社会科学学報 45巻 1期（2005年）（以下、崔建遠・前掲「物権救済模式」として引用する）。 

































































































































































































































































































                                                             
31たとえば、鄭玉波・前掲（注 16）『民商法問題研究』19頁。 









































































































































                                                             
40中央政法幹部学校民法教研审・前掲（注 37）『民法基本問題』177頁。 
41中央政法幹部学校民法教研审・前掲（注 37）『民法基本問題』179、324頁。 

























































































































































                                                             
60法学研究編輯部『新中国民法学研究総述』（中国社会科学出版社、1990年）357～359頁。 















































66柳経緯・前掲（注 35）「回帰伝統」35頁、同・前掲（注 8）「体系構築」25頁以下参照。 
















































































































































79柳経緯・前掲（注 8）「体系構築」31頁、崔建遠・前掲（注 9）「物権救済模式」118頁。 












































































































































奥田・前掲（注 83）『請求権概念の生成と展開』30頁、47頁、とくに 31頁注（5）を参照。 
91奥田・前掲（注 83）『請求権概念の生成と展開』30頁。なお、金可可・前掲（注 88）「債権物権区分説」
23頁、同旨。 





































































































































                                                             
102楊立新・前掲（注 101）「請求権体系及其内部関係」56頁、同・前掲（注 7）『人格権法』97頁以下。 
103奥田・前掲（注 83）『請求権概念の生成と展開』188頁を参照。 





























































































                                                             
111辜明安『物権的請求権制度研究』（法律出版社、2009年）（以下、辜明安・前掲『物権的請求権制度研
究』として引用する）117頁。 












































                                                             
112奥田・前掲（注 83）『請求権概念の生成と展開』188頁。 
113奥田・前掲（注 83）『請求権概念の生成と展開』188頁。 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                             
150崔建遠・前掲（注 140）「物権救済模式的選択及其依拠」125頁。 































































































                                                             
155崔建遠・前掲（注 141）「論物権救済模式的選択及其依拠」114頁。 
156王軼・前掲（注 133）「物権保護制度的立法選択」40頁。 




























































































                                                             
161崔建遠・前掲（注 140）「物権救済模式的選択及其依拠」128、129頁、同・前掲（注 141）「論物権救
済模式的選択及其依拠」115頁。 












































                                                             
162藤岡康宏『損害賠償法の構造』（成文堂、2002年）（以下、藤岡・前掲『損害賠償法の構造』として引
用する）327頁、331頁（注 6）参照。 





























































































以排他性財産権与非排他性財産権的区分為視角」現代法学 31巻 2期（2009年）166頁以下。 
168余能斌＝王申義「論物権法的現代化発展趨勢」中国法学 1998年 1期、劉保玉＝秦偉「物権与債権的区
分及其相対性問題論綱」法学論壇 17巻 5期（2002年）、陳華彬『物権法原理』（国家行政学院出版社、
















































































































































































































































                                                             
183本編の第三章の一の２のａの（ウ）を参照してほしい。 



























































































                                                             
184柳経緯・前掲（注 8）「体系構築」26頁。 






































































































































































































































































































































                                                             
198中国において「法人の人格権」に対して否定的な立場がまだある。代表的なものは、鄭永寛「法人人
格権否定論」現代法学 27巻第 3期（2005年）を参照。 














































「憲法司法化及其意義」人民法院報 2001年 8月 13日。 
202楊立新・前掲（注 7）『人格権法』11頁。 


























































































                                                             
203中央政法幹部学校民法教研审・前掲（注 37）『民法基本問題』129～133頁。 
204『最高人民法院公報』1992年第 4期。 






















ＸとＹ1が、共同でＹ2 から 2万 5 千トンの鋼材を購入する契約を締結した。そして、


























                                                             
205『最高人民法院公報』2000年第 4期。 




























































































                                                             
208無錫市高新技術産業開発区人民法院（2007）新民一初字第 0695 号。 






















































































































































































































































































                                                             
216前編で紹介した冇昊氏の学説をはじめとする立場は、まさにその結果である。第一編の第三章の二の
２を参照してほしい。 


























































































                                                             
217たとえば、後に紹介するような「適法行為による損害賠償」の概念でみられるような状況である。第
三編の第三章の一の１のｂの部分を参照されたい。 














































































































































                                                             
226たとえば、後に第三編の第二章の二の３の部分で紹介するとおりに、平井宜雄教授による伝統的な民
法理論への批判はこの立場に属するものである。 
































































































































































































                                                             
237広東省江門市中級人民法院（2010）江中法民一終字第 18号民事裁判。 














































                                                             
238楊立新・前掲（注 225）『侵権責任法』83頁。 
239第三編の第二章の二の３の部分を参照されたい。 










































































































































                                                             
244唐徳華編『民法教程』（法律出版社、1987年）453頁、王利明・前掲（注 224）『民法』563 頁、周友軍・
前掲（注 228）『侵権法学』62頁参照。 
245王利明・前掲（注 224）『民法』571頁、周友軍・前掲（注 228）『侵権法学』141頁。 
246楊立新・前掲（注 225）『侵権責任法』83頁以下、周友軍・前掲（注 228）『侵権法学』150頁以下参照。 
247張民安＝楊彪『侵権責任法』（高等教育出版社、2011年）79頁、張民安「作為過錯侵権責任構成要件
的非法性与過錯」甘粛政法学院学報 2007年第 4期（2007年）12頁。 













































































































































                                                             
260周友軍・前掲（注 228）『侵権法学』184頁。 













































































































































                                                             
264王澤鑑『民法思維：請求権基礎理論体系』（北京大学出版社、2009年）35、42頁。 

































































































































































































































































































































































































































                                                             
276本件判決は、「人民法院報」2013年 1月 31日に掲載されているが、判決番号は公表されていない。 
277山野目章夫『物権法』（第２版、日本評論社、2004年）（以下、山野目・前掲『物権法』として引用す
る）3頁以下。 













































                                                             
278山野目・前掲（注 277）『物権法』１頁。 
























































































































































































                                                             
280この点については、後に第三編で詳しく分析するので、ここで省略したい。 










































                                                             
281本編第二章の一の４の e の最後の部分を参照してほしい。 
282大村敦志『民法改正を考える』（岩波書店、2011 年）24 頁。 
283藤岡康宏教授は、「民法の改正」が必要とされる場合を、五つの種類に分けているが、中国民法理論上
の状況は、まさに「基本理論の転換」から「民法の基本的仕組み」に関する転換へ進展する途中である
と言えよう。藤岡・前掲（注 179）『民法総論』96 頁以下。 































































































































































































295 大判大正 3・7・4刑録 20輯 1360頁。 
296 中国民法通則１０６条に参照してほしい。 
297 大判大正 14・11・28民集 4巻 670頁。 
298 末川・前掲（注 152）『権利侵害論』301頁。 
299 末川・前掲（注 152）『権利侵害論』301頁。 
300 末川・前掲（注 152）『権利侵害論』303頁。 





















































































                                                             























































































































































                                                             
315四宮・前掲（注 219）『不法行為』277－282頁、窪田充見『不法行為法』（有斐閣、2007年）90頁。 





319沢井・前掲（注 302）「混迷」78頁、柳沢弘士「ケメラーの民事不法理論（三）」日本法学 31巻 4号（1966
年）（以下、柳沢・前掲「ケメラー」として引用する）159頁。 
320沢井・前掲（注 302）「混迷」76頁参照。 







































323 藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』217頁、前田・前掲（注 322）『不法行為法』34頁、四宮・前掲（注
219）『不法行為』304頁。 
324 前田・前掲（注 322）『不法行為法』35頁。 
325四宮・前掲（注 219）『不法行為』304頁、前田・前掲（注 322）『不法行為法』34頁以下、平井・前掲
（注 294）『不法行為』27、28頁、同・前掲（注 242）『理論』392頁。 





327 沢井・前掲（注 302）「混迷」76頁。平井・前掲（注 294）『不法行為』23頁同旨。 
328加藤雅信『新民法大系Ⅴ事務管理・不当利得・不法行為』（有斐閣・2002年）（以下、加藤雅信・前掲
『新民法大系Ⅴ』として引用する）159頁以下。 








































                                                             
329 沢井・前掲（注 302）「混迷」76頁。 
330柳沢・前掲（注 319）「ケメラー」159頁、沢井・前掲（注 302）「混迷」77頁。 
331柳沢・前掲（注 319）「ケメラー」159頁。 
332 沢井・前掲（注 302）「混迷」77、78頁、柳沢・前掲（注 319）「ケメラー」158頁。なお、沢井教授
の指摘によれば、柳沢教授の批判は違法性のみならず、権利侵害の要件を考察する場合にも妥当である
のである。沢井・前掲（注 302）「混迷」78頁参照。 
333 平井・前掲（注 242）『理論』396頁。 
334 沢井・前掲（注 302）「混迷」78頁。 












































337 平井・前掲（注 294）『不法行為』13頁。 
338 平井・前掲（注 294）『不法行為』13頁、22頁以下を参照、また、山本・前掲（注 219）「基本権の保
護」78頁同旨。 
339 平井・前掲（注 294）『不法行為』22頁以下。 
340 平井・前掲（注 294）『不法行為』22頁以下、同・前掲（注 242）『理論』371頁、星野英一「故意・
過失、権利侵害、違法性」私法 41号（1979）（以下、星野・前掲「違法性」として引用する）183頁。 








































                                                             
341 藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』231頁参照。 
342 ちなみに、比較法的にみれば、中国民法理論はこのような立場をとっているのである。 
343 藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』232頁。 


















































349 星野・前掲（注 340）「違法性」183頁、大塚・前掲（注 347）「権利侵害論」266頁参照。 
350 大塚・前掲（注 347）「権利侵害論」266頁、同旨。 

























































































358 沢井・前掲（注 302）「混迷」90頁。 








360 藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』235頁、大塚・前掲（注 347）「権利侵害論」267頁。 
361もちろん、これは「新二元説」だけの課題ではなく、むしろ不法行為法の要件論をめぐるすべての学
説が、多かれ尐なかれこの問題により影響されると言えよう。 














































363 前田・前掲（注 322）『不法行為法』123頁。 






































                                                             
364平井・前掲（注 294）『不法行為』13頁。 
365 平井・前掲（注 242）『理論』9頁以下。 
366 平井・前掲（注 294）『不法行為』8頁。 
367 平井・前掲（注 294）『不法行為』12頁以下。 
368 平井・前掲（注 294）『不法行為』22頁、同・前掲（注 242）『理論』377頁以下。 
369 平井・前掲（注 294）『不法行為』24頁、同・前掲（注 242）『理論』378頁。 






































                                                                                                                                                                              
ほしい。 
372 平井・前掲（注 294）『不法行為』27頁。 
373 平井・前掲（注 294）『不法行為』30頁、同・前掲（注 242）『理論』403頁。 









































































































                                                             
381 前田・前掲（注 322）『不法行為法』123頁。 










































                                                             































































































































































































401 加藤雅信・前掲（注 328）『新民法大系Ⅴ』200頁以下。 
402藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』237頁。 
403 藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』249頁。 
404 大塚・前掲（注 347）「権利侵害論」267頁参照。 
405 ここでの「違法」は、「新二元説」において、一般的に権利侵害に過失要件に対する考察を加えて、
不法行為の成立をあらわすものである。 




















































































































































































                                                             




409 たとえば、藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』248頁参照。 















































































































































                                                             
413 柳沢・前掲（注 319）「ケメラー」158頁参照。 




















































































































































































                                                             
417加藤雅信・前掲（注 328）『新民法大系Ⅴ』248頁。 
418 加藤雅信・前掲（注 328）『新民法大系Ⅴ』201頁。 
419 加藤雅信・前掲（注 328）『新民法大系Ⅴ』159頁。 
420加藤雅信・前掲（注 328）『新民法大系Ⅴ』180頁。 













































                                                             
421 藤岡・前掲（注 221）『民法Ⅳ』249頁。 









































































































































































































































































































































                                                             
426 末弘・前掲（注 423）『民法雑記帳・下』259頁。 
427末弘・前掲（注 423）『民法雑記帳・下』256頁。 
428 我妻・前掲（注 294）『不法行為』101頁。 
429 我妻・前掲（注 294）『不法行為』101頁。 
430 我妻・前掲（注 294）『不法行為』101頁。 
431 我妻・前掲（注 294）『不法行為』105頁。 
432 我妻・前掲（注 294）『不法行為』100頁、末弘・前掲（注 423）『民法雑記帳・下』251頁。 












































                                                             
433篠塚・前掲（注 397）『論争民法学２』152頁、沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』3頁。 
434本編第二章の二の５の部分を参照されたい。 










































                                                             
435 我妻・前掲（注 294）『不法行為』124頁、舟橋諄一「公害差止の法理」八幡大学論集 25－3=4－1（1975
年）（以下、舟橋・前掲「公害差止の法理」として引用する）15頁も同旨。 
436 我妻・前掲（注 294）『不法行為』124頁。 
437 我妻・前掲（注 294）『不法行為』136頁、舟橋・前掲（注 435）「公害差止の法理」15頁。 
438 いわゆる「人間の尊厳」に対する認識は、決して自然法学の説くような人間自身の自覚によるもので

















































446 五十嵐・前掲（注 445）『人格権論』10頁（括弧内筆者による）。 
447 五十嵐・前掲（注 445）『人格権論』275頁。 










































                                                             
448 差止請求の基礎理論としての人格権説については、後述二の３の aで詳しく分析することにする。 
449 代表的な学説は、加藤一郎・前掲（注 160）『公害法の生成と展開』213、214頁参照。 
450 代表的な学説は、清水・前掲（注 440）「住宅の日照」65頁。 
451舟橋・前掲（注 435）「公害差止の法理」15頁、末弘厳太郎『民法雑記帳・上』（日本評論社、第 2版、
1980年）（以下、末弘・前掲（注 451）『民法雑記帳・上』として引用する）212頁も同旨。 



























































































455 各説については、好美・前掲（注 139）「物権的請求権」106頁を参照されたい。 
456根本尚徳「差止請求権の発生根拠に関する理論的考察――差止請求権の基礎理論序説（１）」早稲田法
学 80 巻 2 号（2005 年）（以下、根本・前掲「差止請求権（１）」として引用する）111 頁。 













































459 篠塚・前掲（注 397）『論争民法学２』149頁、沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』5頁。 
460根本・前掲（注 456）「差止請求権（１）」114頁。 
461 藤岡・前掲（注 162）『損害賠償法の構造』403頁、同旨。 










































                                                             
462 末弘・前掲（注 451）『民法雑記帳・上』212頁。 
463 末弘・前掲（注 451）『民法雑記帳・上』213頁。 
464 末弘・前掲（注 451）『民法雑記帳・上』215頁。 
465末弘・前掲（注 451）『民法雑記帳・上』211頁。 
466 伊藤高義「差止請求権」伊藤正巳編『現代損害賠償法講座２』（日本評論社・1972年）398頁。 















































学 81巻 1号（2005年）（以下、根本・前掲「差止請求権(3)」として引用する）168頁。 










































                                                             
473 舟橋・前掲（注 435）「公害差止の法理」9頁、好美・前掲（注 139）「物権的請求権」123頁。 














































                                                             
477 好美・前掲（注 139）「物権的請求権」108頁、同旨。 
478 浜田稔「不法行為の効果に関する一考察」私法 15号（1956年）（以下、浜田・前掲「不法行為の効
果」として引用する）98頁。 
479 浅野直人「不法行為に対する差止請求について」福岡大学法学論叢・22巻 3＝4（1978年）2、11頁。 
480浜田・前掲（注 478）「不法行為の効果」98頁。 







































                                                             
481 代表的なものとしては、好美・前掲（注 440）「日照権（下）」116頁以下、沢井・前掲（注 158）『公
害の私法的研究』145頁以下、根本尚徳「差止請求権の発生根拠に関する理論的考察――差止請求権の





483 加藤一郎・前掲（注 160）『公害法の生成と展開』439頁（竹内保雄筆）。 
484 例えば、加藤一郎・前掲（注 160）『公害法の生成と展開』13頁（加藤一郎筆）、440頁（竹内保雄筆）。 












































                                                             
485 沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』115頁。 









































                                                             
486 加藤一郎・前掲（注 160）『公害法の生成と展開』440頁。 

















































                                                             
490 赤松・前掲（注 181）『物権・債権峻別論』1頁。なお、これからの物権債権峻別論の部分は、赤松教
授の見解に負うところが大きい。 











































































































































                                                             
497藤岡・前掲（注 162）『損害賠償法の構造』329頁、408頁。 













































                                                             
498 好美・前掲（注 440）「日照権（下）」115頁、沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』12 頁、同旨。 






































                                                             
499 五十嵐・前掲（注 445）『人格権論』10頁を参照。 
500 好美・前掲（注 454）「日照権（中）」113頁。 
501 斉藤・前掲（注 193）『人格権法の研究』189頁、これは「一般的人格権」についての斉藤教授の論述
であるが、その上位概念としての人格権そのものについても妥当であると思われる。 
502 篠塚・前掲（注 406）「否定判決」21頁、同・前掲（注 397）『論争民法学２』151頁以下。 
503 斉藤・前掲（注 193）『人格権法の研究』259頁以下、好美・前掲（注 440）「日照権（下）」114頁。 
504五十嵐・前掲（注 445）『人格権論』123頁。 
505 五十嵐・前掲（注 445）『人格権論』10頁、なお、舟橋・前掲（注 435）「公害差止の法理」10頁、同
旨。 
506 宗宮信次『名誉権論』（有斐閣、1961年、増補版）199頁。 







































                                                             
507 竹田・前掲（注 457）「人格権侵害」304頁。 
508 斉藤・前掲（注 193）『人格権法の研究』259頁以下参照、。 
509 石田喜久夫「人格権」判例時報 797（1976年）（以下、石田喜久夫・前掲「人格権」として引用する）
23頁、同・「物権的請求権について」法曹時報 36－6－1（1984）19頁。 
510 淡路・前掲（注 376）『公害賠償の理論』260頁、沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』47頁参照。 
511石田喜久夫・前掲（注 509）「人格権」23頁。 
512 淡路・前掲（注 376）『公害賠償の理論』260頁、沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』46頁以下。 
513 沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』3、46、47頁、 
























































































                                                             
514大阪弁護士会環境権研究会・前掲（注 159）『環境権』85頁。 
515 沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』20頁。 
516 好美・前掲（注 440）「日照権（下）」120頁。 
517大阪弁護士会環境権研究会・前掲（注 159）『環境権』6頁以下、（沢井裕筆）、なお、好美・前掲（注
440）「日照権（下）」120頁。 








































前掲（注 159）『環境権』13頁（沢井裕筆）、好美・前掲（注 440）「日照権（下）」120頁を参照。 
519 沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』20頁同旨、なお、好美・前掲（注 440）「日照権（下）」120
頁。 
520 藤岡・前掲（注 444）「人格権」30頁を参照。 




523 大阪弁護士会環境権研究会・前掲（注 159）『環境権』85頁。 
524 好美・前掲（注 440）「日照権（下）」120頁。 
525 大阪弁護士会環境権研究会・前掲（注 159）『環境権』6頁（沢井裕筆）。 













































527 原田尚彦「『環境権』と裁判所の役割」判タ 265号（1971年）6頁、野村＝淡路・前掲（注 526）「民
事訴訟と環境権」285頁。 
528たとえば、沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』23頁。 























































































































































































                                                             
531本章の二の２のｄを参照されたい。 
532たとえば、篠塚・前掲（注 397）『論争民法学２』152頁。 













































                                                             
533第二章の三の３の部分を参照されたい。 


























































































                                                             
534藤岡・前掲（注 162）『損害賠償法の構造』405頁。なお、たとえば「環境権説」は实質上に違法性理
論の立場と接近していると指摘されたことがある。沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』23頁を参照。 








































































































































                                                             
541我妻・前掲（注 294）『不法行為』95頁。 
542山本・前掲（注 305）「再検討と新たな展望」305、341頁。 
543 違法性理論のこの二つの側面については、藤岡・前掲（注 378）「日本型権利論」9頁参照。 
544 山本顕治「現代不法行為法学における「厚生」対「権利」――不法行為法の目的論のために」民商法
雑誌 133巻 6号（2006年）（以下、山本顕治・前掲「厚生」として引用する）898頁。 








































                                                             




547原島・前掲（注 164）「限界」414頁、同・前掲（注 546）「古典的体系」136頁。 
548原島・前掲（「権利論とその限界」）413頁、同・前掲（注 546）「古典的体系」129頁以下。 
549原島・前掲（注 546）「古典的体系」136頁、同・前掲（注 164）「推移」75頁。 








































                                                             
550原島・前掲（注 164）「推移」55頁。 





555潮見・前掲（注 554）『民事過失の帰責構造』275頁、同・前掲（注 309）『不法行為法Ⅰ』25 頁。 































































































564 広中・前掲（注 95）『綱要』32頁、83頁以下。 
565 広中・前掲（注 563）『物権法』230頁、同・前掲（注 95）『綱要』3頁以下。 
566 広中・前掲（注 95）『綱要』8頁、特に 99頁。 










































                                                             














































                                                             
571藤岡・前掲（注 179）『民法総論』38頁以下。 
572根本尚徳「差止請求権の発生根拠に関する理論的考察――差止請求権の基礎理論序説（４）」早稲田法
学 81 巻 4 号（2006 年）357 頁、同旨。なお、浅野有紀教授の立場は、藤岡康宏教授の見解と共通すると
ころがある。浅野・前掲（注 562）「権利と秩序」538～539 頁を参照してほしい。 












































                                                             
573浅野有紀教授が、「権利と秩序の協働関係」を強調するのは、本稿と類似する視点に基づく理論展開と
考えられる。浅野・前掲（注 562）「権利と秩序」526 頁。 










































                                                             
574いわゆる「絶対権の違法性指示の機能」について、藤岡・前掲（注 162）『損害賠償法の構造』328 頁、
沢井・前掲（注 351）『公害差止の法理』90 頁を参照されたい。 
575もちろん、ここでの「違法」とは、違法性の成否判断の結果ではなく、侵害行為をなす者に対して民
事責任を負わせるかどうかに関する最終的な判断である。 

















































































































































































































































































































































































                                                             
576この点については、藤岡康宏教授も同旨である。藤岡・前掲（注 378）「日本型権利論」9 頁。 
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判断に関する基礎理論を包容する必要性、および可能性を示してくれたのである。 
つまり、民法上の「統一的・包括的な法的保護体系」の基礎理論を構築する必要がある
とはいえ、それは、必ずしも卖一的な法的判断枠組みに執着することを意味することでは
なく、より開放的な制度構造が必要とされると思う。民法上のすべての権利や利益にあら
ゆる法的保護の手段を提供するものとして、「権利救済体系」それ自体は、種々の権利や
利益および加害行為における差異、そして、各種の法的保護手段の差異を包括しうる「包
容力」を持たなければならない。このような多元的な制度構造を实現させることを、今後
の課題としたい。 
 
中国の「権利救済体系」の理論が提唱されたのは、すでに２０年以上のことである。そ
して、民法上の「法的保護体系」としての「民事責任制度」の構想は、尐なくとも１９８
６年の民法通則に遡って兆しが見えるものである。しかしながら、具体的な法制度をめぐ
る論争が数多く存在しているが、民法上の法的保護体系の観点から中国の民法理論につい
ての巨視的な分析は、今までにほとんど行われたことがない。本稿がこのような研究テー
マを取り上げたのみならず、況して、中国の民法理論における問題意識に基づいて、百年
以上の歴史を持つ日本の民法理論を整理し分析することは、比較法的研究としても今まで
に見たことがないものであろう。したがって、本稿においては論証不足や日本の先生達の
見解に対する誤解があるのではないか、と恐れている。ただし、中国民法理論のさらなる
展開、そして日中両国の民法研究者の比較研究にとって、本稿のような巨視的な視点から
の基礎的な考察が必要ではないかと考えて、あえて本稿を完成させて、日中両国の大方の
ご批判とご叱正とを期待する。 
 
 
 
 
